
 

           

 令和６年７月２３日 

件 名 「第２期足立区子ども・子育て支援事業計画」の令和５年度実績について 

所 管 部 課 子ども家庭部 子ども政策課 

内 容 

「第２期足立区子ども・子育て支援事業計画」の令和５年度実績

及び評価について、別添１のとおり施策評価表として取りまとめた

ので報告する。 

１ 評価の方法 

２ 令和５年度施策毎の評価概要 

 評価者(機関) 評価内容 

１次評価 担当課 自己評価 

２次評価 子ども家庭部 
達成率、効果、 

方向性 

３次評価 
足立区地域保健福祉推進協議会 

(子ども支援専門部会含む) 
外部評価 

 施策群 1  家庭・地域と連携し、子どもの学

びを支え育む 
令和４年度 

２次評価 

令和５年度 

２次評価 

【施策１－１】子どもの心身の健全な発

達の支援 

（１）「早寝・早起き・朝ごはん」１年間

版カレンダーは期間が長いことから負

担感を感じる園も一定数みられる。今

後はアンケートなどで効果検証を行

い、事業改善を行ってほしい。 

（２）「あだちはじめてえほん事業」で

は、１歳６か月健診会場の近くに絵本

の引換施設がない中央本町地域・総合

支援課と東部保健センターでの引換率

が低迷している。引換率が低い地域に

出張配布するなど、アウトリーチによ

る積極的な提供に努めてほしい。 

３.５ ３.０ 

 

 

【施策１－２】就学前からの学びの基礎

づくり 

（１）継続的な接続期教育研修や教育・保

育力向上研修の実施、幼保小連携活動

により、小学校教員や保育者の理解が

深まり、小学校１年生の基本的生活習

慣が定着に繋がったことが成果指標か

らみてとれる。 

 

４.０ ５.０ 

 

 

（ 5 点満点

２ 

令和６年度第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度と比較し

て下回ったため、

０．５p減とした。 

（別添 1 P6参照） 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度と比較し

て上回ったため、 

１.０p増とした。 

（別添 1 P8参照） 

審議・調査事項１ 



 

 

           （5点満点） 

【施策１－３】特別な支援を要する子ど

もの状況に応じた支援の

充実 

（１）各保健センター等における乳幼児相

談やこども支援センターげんきの来所

後の丁寧なフォローにより、保護者の

不安が軽減し、適切な関係機関との連

携に繋がったことが成果指標からみて

とれる。 

５.０ ５.０ 

 

 

【施策１－４】子どもが社会と関わる力を

育むための成長支援 

（１）ニーズを捉えた事業展開や各大学の特

色を活かしたり、授業の雰囲気を味わえ

るような講座を提供するなど、様々な学

びや体験の場を広げたことが、参加した

子どもたちの意欲を育むことに繋がった

ことが成果指標からみてとれる。 

４.０ ５.０ 

 

 

施策群２ 妊娠から出産・子育てまで切

れ目なく支える 
令和４年度 

２次評価 

令和５年度 

２次評価 

【施策２－１】妊娠、出産、子育てへの

切れ目のない支援の充実 

（１）全妊産婦を対象とした「スマイルマ

マ面接」などの取り組みや、ハイリス

ク妊産婦への寄り添ったきめ細やかな

支援を行っている。妊産婦の負担軽減

のための産前・産後家事支援事業など

を積極的に活用してもらえるよう、普

及啓発を強化してもらいたい。 

４.０ ４.０ 

 

 

【施策２－２】子育てと仕事の両立支援 

（１）学童保育室は申請数が大幅に増加

し、新規整備を行ったものの待機とな

った子どもの数は増加した。不足する

地区に対して早急に整備を行い、希望

者が利用できるようにしてほしい。 

 

３.０ ３.０ 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度とほぼ同

水準であったため、

同評価点とした。 

（別添 1 P10参照） 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度とほぼ同

水準であったが、取

り組みや方向性は評

価できると判断し、

１.０p増とした。 

（別添 1 P12参照） 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度とほぼ同

水準であったため、

同評価点とした。 

（別添 1 P14参照） 



 

 

３ 今後の方針 

 ア 年度毎に各施策の実績を評価し、改善を図っていく。 

 イ 施策評価表については、議会報告後、区ホームページで公表予

定。 

（２）世論調査による「男女の対等な役割

や責任」の意識は、いまだ広がってい

ない状況が成果指標からみてとれる。

ワークライフバランスを通じて、当事

者だけでなく周りの人々の子育てに対

する理解を深め、子育てしやすい環境

を広げるため、セミナーの開催や情報

発信などを通して意識づけを続けてほ

しい。 

 

 

【施策２－３】困難を抱える子育て家庭

への支援と虐待の防止 

（１）相談件数の増加および複雑かつ多様

化する家庭の増加により支援が長期化

し、虐待対応が終結しない状況があ

る。困難を抱える家庭に対し、関係機

関と連携し継続的に支援を行ってほし

い。 

（２）ひとり親が対象の職業訓練に関する

給付金を活用し、正規雇用された人数

は目標を達成しなかった。しかしなが

ら、給付金を受給し資格試験を受ける

など就労意識につながっていることか

ら、引き続き、ライフスタイルに合わ

せた就労セミナー及び講座等の就労支

援事業の情報提供や支援を行い、一人

でも多くの方の経済的自立につなげて

ほしい。 

４.０ ３.０ 

 
 

【施策２－４】安全・安心に子育てので

きる生活環境の整備 

（１）ユニバーサルデザインの視点に立

ち、着実な整備を進めている。今後は

様々な人から意見を聞きスパイラルア

ップを図ることで、誰もが使いやすい

施設を整備してほしい。 

５.０ ４.０ 

 

 

 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度と比較し

て下回ったものの、

取り組みや方向性は

評価できると判断

し、同水準とした。 

（別添 1 P16参照） 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度と比較し

て下回ったため、

１．０p減とした。 

（別添 1 P18参照） 

<評価> 

成果指標の達成率が

令和４年度と比較し

て下回ったため、

１．０p減とした。 

（別添 1 P20参照） 



令和６年度第２回 足立区地域保健福祉推進協議会 

「子ども支援専門部会」 
令和６年７月２３日 

件 名 「第３期足立区子ども・子育て支援事業計画」策定に伴うニーズ調査の実

施結果について 

所管部課 子ども家庭部 子ども政策課 

内 容 

 第３期足立区子ども・子育て支援事業計画（令和７年度～１１年度）の策定

に伴い、子育て世帯の保護者の就労状況や教育・保育施設等の利用に関する意

向、その他の実状を調査したので、その結果を報告する。 

 

１ ニーズ調査実施概要 

（１）実施期間 

   令和６年１月２４日（水）から２月１３日（火）まで 

   ※ 次回は調査期間を延長いたします。 

（２）調査対象 

    ① 就学前児童の保護者：６,６７０人（年齢ごとに約２０％を抽出） 

   ② 小学生の保護者：３,２８０人（年齢ごとに約１０％を抽出） 

（３）調査対象の抽出方法 

   住民基本台帳から無作為抽出 

※ 保育の需給調整で活用している６提供区域１４地域ごとに、対象

者が概ね均等になるよう抽出 

（４）調査方法 

   郵送配布、郵送・インターネット回収 

（５）調査票の回収結果 

調査対象 配布数 回収数 

 

回収率 

（前回比） 

①就学前児童 

(0～5歳児)の保護者 

※ 年齢ごとに 

約２０％を抽出 

6,670 2,814 

内訳 

紙：1,626 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ:1,188 

42.2％ 

（▲3.9p） 

紙：57.8% 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ:42.2% 

 

②小学生(1～6年生) 

の保護者 

※ 年齢ごとに 

約１０％を抽出 

3,280 1,457 

内訳 

紙：816 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ:641 

 

44.4％ 

（▲2.0p） 

紙：56.0% 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄ:44.0% 

合計 9,950 4,271 42.9％ 

 

審議・調査事項２ 



（６）主な調査結果 

   別紙のとおり 

 

２ 計画策定スケジュール（予定） 

令和６年４～ ７月 教育・保育事業等の量の見込み（需要量）算出 

             計画案骨子作成 

       ８～１０月 教育・保育事業等の確保方策（受入数）算出 

             計画素案作成 

         １１月 パブリックコメントの実施 

   令和７年   ２月 計画策定 

 

３ 今後の方針 

本調査結果や子ども支援専門部会等での意見を踏まえ、次期計画を策定

していく。 
 

 



就学前児童の母親の就労状況

① フルタイムやパートアルバイトで就労している母親の割合が増加
② 平成30年度 63.8% → 令和５年度 75.5% （+ 11.7p）

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護等で休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護等で休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護等で休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護等で休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

１－１ 母親の就労状況

１ 就学前施設に関すること
別紙

29.1

32.9

12.3

17.4

20.1

22.1

2.3

3.1

32.9

23.3

2.3

0.9

1.0

0.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

フルタイムで就労しており、産休・育休・介護等で休業中ではない

フルタイムで就労しているが、産休・育休・介護等で休業中である

パート・アルバイト等で就労しており、産休・育休・介護等で休業中ではない

パート・アルバイト等で就労しているが、産休・育休・介護等で休業中である

以前は就労していたが、現在は就労していない

これまで就労したことがない

無回答

平成30年度

令和５年度

(2023年度)

(2018年度)

「フルタイム」や
「パート・アルバイト」で

就労している母親は
７割を超える



① 母親の就労割合の増に伴い、教育・保育事業の利用が１歳は11.9p、２歳は12.1p増えている。
② 保育園の利用割合が7.6p増加している一方で、幼稚園の利用割合が6.1p減少している。

現在の定期的な教育・保育事業の利用有無

平成30年度 令和５年度

回答者数 =

全  体 3,110

０歳 690

１歳 502

２歳 484

３歳 500

４歳 449

５歳 459

69.3

21.6

53.8

70.7

97.6

97.8

98.0

29.4

78.1

44.8

27.3

1.4

0.7

0.7

1.4

0.3

1.4

2.1

1.0

1.6

1.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%
回答者数 =

2,814

681

397

424

398

428

413

73.1

24.2

65.7

82.8

97.7

99.1

99.0

26.5

75.5

34.0

17.0

2.0

0.7

0.7

0.3

0.3

0.3

0.2

0.3

0.2

0.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用している 利用していない 無回答

年間を通じて平日定期的に利用されている教育・保育事業

※ 平日の定期的な教育・保育事業を「利用している」と回答した方のみ

１－２ 平日の定期的な教育・保育事業利用状況

UP

(2023年度)(2018年度)

１ 就学前施設に関すること

％

私立幼稚園

私立幼稚園の預かり保育

認定こども園の短時間利用

認定こども園の長時間利用

認可保育所

小規模保育

家庭的保育（保育ママ）

企業主導型保育施設

東京都認証保育所

その他の認可外保育施設

子ども預かり・送迎支援事業またはファミリー・
サポート・センター事業

ベビーシッター（民間）

その他

いずれも利用したくない

無回答

33.3

6.5

1.6

3.5

48.6

2.1

1.6

0.9

5.1

1.7

0.7

0.1

1.7

0.0

0.2

27.2

9.1

1.5

3.7

56.2

2.5

1.0

1.9

5.4

0.8

1.5

0.9

0.9

0.5

0.8

0 20 40 60 80 100

33.36.51.63.5 48.62.11.60.95.11.70.70.11.70.00.2

27.29.11.53.7 56.22.51.01.95.40.81.50.90.90.50.8

0 20 40 60 80 100

平成30年度

（回答者数 = 2,155）

令和５年度

（回答者数 = 2,058）

幼稚園の利用割合が
6.1p減っている

認可保育園の
利用割合が
7.6p増えている

令和５年度
平成３０年度



① 家計に余裕が出た（出る）と感じている保護者は74.1%と多数
② 負担軽減された分を子どものために活用している割合は83.4%

家計への効果（就学前児童）

非常に余裕が出た（出る）と感じる 余裕が出た（出る）と感じる

少し余裕が出た（出る）と感じる まったく変化を感じない

その他 無回答

回答者数 =

　 2,814 22.9 20.5 30.7 17.8 2.8 5.3

0% 20% 40% 60% 80% 100%

保育料として支払う必要がなくなったお金の主な使途

「余裕が出た（出る）」と
感じている保護者は74.1％

回答者数 =

　 2,814 22.2 38.7 5.8 22.5 1.8 9.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

習い事

貯蓄・学資保険・積み立て投資など（将来の子どもの学費等の教育に関する利用を想定）

娯楽費（趣味、家族旅行など）

上記以外の子育てにかかる費用

その他

無回答

① 習い事
② 貯蓄、学資保険、積み立て投資など
③ その他子育てにかかる費用
などに充当

家計の負担が軽減し、
子どものために費用が活用されている

１－３ 幼児教育・保育の無償化等による、家計への効果

※ 回答対象は就学前児童対象調査の全員

※ 回答対象は就学前児童対象調査の全員

１ 就学前施設に関すること



現在、放課後を過ごしている場所

① 学童保育の利用割合は、低学年（1～3年生）33.7%、高学年（4～6年生）7.1%と、
高学年は低学年に比べて少ない。

％

自宅

祖父母等の親族宅や友人・知人宅

習い事（ピアノ、サッカー、学習塾など）

児童館（児童館特例利用を含む）

学童保育（民間学童保育を含む）

子ども預かり・送迎支援事業または、
ファミリー・サポート・センター事業

公園など、屋外の公共スペース

放課後子ども教室

その他

無回答

64.4

12.0

63.3

8.6

27.7

0.8

31.5

28.8

2.2

0.5

84.6

11.8

73.1

6.5

3.7

0.1

41.0

18.0

5.3

0.3

0 20 40 60 80 100
％

62.9

8.5

50.9

11.0

33.7

1.0

31.6

36.2

3.8

0.0

82.4

7.4

57.9

7.1

7.1

0.3

46.4

28.5

3.6

0.5

0 20 40 60 80 100

放課後に利用できる事業の今後の利用意向

２－１ 小学生の放課後の過ごし方

平成30年度 令和５年度

(2023年度)(2018年度)

回答者数 = 680

ア　ランドセルで児童館

イ　学童保育

エ　放課後子ども教室

ウ　子ども預かり・送迎支援事業
　　またはファミリー・サポート
　　・センター事業

30.4

37.6

10.9

59.1

62.9

57.1

81.2

34.0

6.6

5.3

7.9

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

回答者数 = 731

ア　ランドセルで児童館

イ　学童保育

エ　放課後子ども教室

ウ　子ども預かり・送迎支援事業
　　またはファミリー・サポート
　　・センター事業

12.4

12.6

4.8

41.3

82.8

82.1

89.5

53.1

4.8

5.3

5.7

5.6

0% 20% 40% 60% 80% 100%

30.4

37.6

10.9

59.1

62.9

57.1

81.2

34.0

6.6

5.3

7.9

6.9

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用したいとは思わない 無回答

【１～３年生】

【４～６年生】

低学年は、
「学童保育」と

「放課後子ども教室」の
利用希望者が多い

高学年になると
「学童保育」は大幅に減少

高学年でも
「放課後子ども教室」は
一定の利用意向あり

１～３年生
（回答者数 = 680）

４～６年生
（回答者数 = 731）

平成30年度と
比較して
6.0p増加

高学年では
「公園」も
居場所と
なっている

１～３年生
（回答者数 = 758）

４～６年生
（回答者数 = 695）

４～６年生
１～３年生 １～３年生

４～６年生

２ 学童保育室に関すること



学校長期休業中の学童保育室の利用意向

60.6

55.6

65.9

36.0

41.9

29.8

3.4

2.5

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期休業中のみ利用したい 他の期間も利用したい 無回答

① 学校長期休業中のみ学童保育室を利用したい保護者は、
低学年（１～３年生）55.6％、高学年（４～６年生）65.9％と半数以上

② 一方、学校長期休業中だけでなく通常時も利用したい保護者は、
低学年（１～３年生）41.9％、高学年（４～６年生）29.8％となっている。

回答者数 =

全      体 1,457

１～３年生 680

４～６年生 731

２－２ 学童保育室の利用意向

60.6

55.6

65.9

36.0

41.9

29.8

3.4

2.5

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用しなくてもよい 他の期間も利用したい 無回答

２ 学童保育室に関すること

※ 回答対象は小学生対象調査の全員

半数以上が
「長期休業中のみの利用」を

希望している

60.6

55.6

65.9

36.0

41.9

29.8

3.4

2.5

4.2

0% 20% 40% 60% 80% 100%

長期休業中のみ利用したい 他の期間も利用したい 無回答



① 子どもに関する悩みは平成30年度と比較して、「遊ばせ方やしつけ」は7.6p、
「食事や栄養」は8.3p、「発達について」が7.3p増加している。

子育てに関する悩み（就学前児童の保護者）

※ 複数回答のため、合計は100%に一致しない
※ 平成30年度調査していない項目は「－」表記とする

３－１ 子育てに関する悩み

３ 子育てに関すること

子どもの発達について

子どもの食事や栄養について

子どもの遊ばせ方やしつけについて

子どもへの接し方について

緊急時に子どもをみてくれる人がいない

専門的な相談先がわからない

教育・保育情報や地域の子育て情報が得にくい

子育て仲間がいない

子どもとの時間がとれない

子育てが精神的な負担になっている

話を適度に傾聴してくれる人がいない

孤独感・孤立感

１人で育児をすることの負担感

仕事や自分のことが十分できない

子育てで配偶者と意見が合わない

親等の介護もしており負担が大きい

家計が苦しい

その他

特にない

無回答

16.8

23.0

30.9

12.1

21.5

5.5

7.9

7.9

15.9

7.0

4.6

-

-

23.4

6.7

0.9

-

3.5

22.5

5.4

24.1

31.3

38.5

23.0

17.8

4.7

9.2

9.6

11.5

5.9

4.8

5.7

11.0

26.1

7.2

0.7

16.0

3.6

15.5

3.1

0 20 40 60 80 100

16.8

23.0

30.9

12.1

21.5

5.5

7.9

7.9

15.9

7.0

4.6

0.0

0.0

23.4

6.7

0.9

0.0

3.5

22.5

5.4

24.1

31.3

38.5

23.0

17.8

4.7

9.2

9.6

11.5

5.9

4.8

-

-

26.1

7.2

0.7

-

3.6

15.5

3.1

0 20 40 60 80 100

平成30年度

（回答者数 = 3,110）

令和５年度

（回答者数 = 2,814）

平成30年度と比較して、
「子どもに関する悩み」

が増えている

仕事や自分のことなど、
保護者自身の時間が
とりづらい状況がある

平成３０年度
令和５年度



① 子育てについて相談できる人がいないと回答した保護者が4.4％から7.4％と3p増加している。
② 保育園や幼稚園も子育てに関する相談先となっている。

子育てについての相談相手（就学前）

子育てについて相談できる人（就学前）

配偶者・パートナー

祖父母等の親族（配偶者を除く）

友人や知人

保育園等の保育士、看護師（乳幼児すこやか相談を含
む）

幼稚園の教諭

保健センター等の保健師

子育てサロン・児童館の職員

区役所の子育て担当窓口（幼稚園・保育園等を所轄す
る部署、こども支援センターげんき、障がい福祉セン
ターあしすと、保育コンシェルジュ、豆の木相談室な
ど）の職員

子育てグループ活動（保健センター等の自主グルー
プ、のびのび親子ひろば活動、サロン豆の木を含む）

近所の人

民生委員・児童委員

子育てサポーター、ファミリー・サポート・センター
提供会員、NPO の職員

かかりつけの医師

その他（ベビーシッター、産後ケア施設など）

無回答

３－２ 子育てについて相談できる人の有無・相談相手

３ 子育てに関すること

83.4

78.2

73.5

27.9

11.7

5.3

5.1

3.5

2.2

11.9

0.0

1.0

12.7

2.3

0.0

85.6

74.8

66.6

33.2

9.4

4.6

5.3

4.1

0.3

4.9

0.0

1.0

10.7

3.2

0.1

0 20 40 60 80 100

※ 相談相手（先）がいると回答した人
※ 複数回答のため、合計は100%に一致しない

83.478.273.527.911.75.35.13.52.2 11.90.01.0 12.72.30.0

85.674.866.633.29.44.65.34.10.34.90.01.0 10.73.20.1

0 20 40 60 80 100

平成30年度

（回答者数 = 3,110）

令和５年度

（回答者数 = 2,588）

「保育園」や「幼稚園」
に相談する保護者もいる

令和５年度

平成３０年度

回答者数 =

平成30年度 3,110

令和５年度 2,814

92.6

92.0

4.4

7.4

3.0

0.7

0% 20% 40% 60% 80% 100%

92.0

92.6

7.4

4.4

0.7

3.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

いる／ある いない／ない 無回答
「相談できる人が

いない」
と回答した保護者
が4.4%→7.4%と
増加している

(2023年度)

(2018年度)



子育てに関して入手したい情報（就学前）

35.9

29.6

32.2

57.8

21.6

32.3

13.0

8.7

3.3

44.2

16.1

26.6

14.6

18.2

26.3

6.7

14.5

24.1

18.6

2.8

1.4

0 20 40 60 80 100

プッシュ型行政サービスの利用希望

93.6 5.4 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用したくない 無回答

オンライン申請サービスの利用希望

89.0 10.5 0.5

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用したくない 無回答

３－３ 子育てに関して入手したい情報

いずれも
「利用したい人」多数

※ 複数回答

93.6 5.4 1.0

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用したい 利用したくない 無回答

３ 子育てに関すること

●プッシュ型行政サービス
行政機関が住民に対して積極的
に行政サービスを提供する方法

●オンライン申請サービス
スマートフォンやパソコンから
24時間手続きができるサービス。
証明書類をカメラで撮影し、
ファイル形式で添付も可能

回答者数 = 2,814

幼稚園・保育園など子どもの預け場所

子育てサロン（親子で安心して遊べる施設）や
ベビーシッター、ファミリー・サポート・セン
ター等（一時的な子どもの預け場所）

学童保育室、児童館などの放課後利用できる場
所

子どもの遊び場（公園、区内施設等）

妊娠中・産後・子育て期の支援

子どもとの接し方や遊ばせ方などの子育て情報

生活・家庭・こころ等の悩みを相談できる場所

就職に関すること

ひとり親への支援

子どもに関する手当等（児童手当、医療費、各
種助成金）

妊婦健診、乳幼児健診、予防接種等

病院（産科）、助産師、病院（小児科）、休日
当番医等

病児・病後児保育

外出時に授乳やオムツ替えができる場所

子どもの発達や健康等に関すること

子育てグループ活動（保健センター等の自主グ
ループ、のびのび親子ひろば活動、サロン豆の
木を含む）

図書館

小学校

様々な相談先をまとめた一覧表

その他

無回答

入手したい情報は、
① 子どもの遊び場

（公園、区内施設等）

② 子どもに関する手当等
（児童手当、医療費、
各種助成金）

を求める人が多い

回答者数=2,814

回答者数=2,814



３ 子育てに関すること

３－４ 子育てに関する情報の入手先

子育てに関する情報の入手先（就学前）※ 複数回答

74.8

44.0

18.4

6.7

6.4

6.1

3.9

12.3

2.1

0.3

3.6

2.7

4.8

0.0

10.1

17.2

5.2

0.5

0 20 40 60 80 100回答者数 = 2,814

配偶者、祖父母等の親族、パートナー、友人、
知人、近所の人
保育所・認定こども園（小規模保育、家庭的
保育（保育ママ）、認証保育所等含む）

幼稚園

子育てサロン

学童保育室・児童館

保健センター

こども支援センターげんき、ファミリー・
サポート・センター、ＮＰＯ等

区のホームページ

区公式Ｘ（旧Twitter ）

区公式Facebook

区LINE公式アカウント

区あんしん子育てナビ

あだち子育てガイドブック

民生委員、児童委員

かかりつけの医院、医師、看護師

その他

特にない

無回答

子育て情報の入手先は、

① 「配偶者、祖父母等、
友人、知人など」

② 「保育所」「幼稚園」

が多い

その他には、
① SNS
② Webサイト
③ 子育て関連アプリ

が多い

注記） 「あだち広報」が選択肢にないため、次回調査では必須の選択肢といたします。


